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Abstmct

　　It　is　our　intention　to　tIy　to　find　out　a　possibi1ity　to　cuエb　a　development　or

en1argement　of　a　fiエe　through　an　experiment　to　drop　fire　fight㎞g　chemica1wateエfrom　an

airp1ane　on　wooden　houses　on肚e　on　assumption　that　such　a耐e　breaks　out　from　a　big

earthquake．

　　The　expeTiment　is　to　be　caI正ied　out　in　the　fouowing　matter：

1）　To　see　how　effective　it　wi1l　be　in　curbing　an　en1aエgement　or　deve1opment　of　a　fire

　　when　chemica1wateI　is　dropped　from　an　airp1ane　on　a　gエoup　of　wooden　mode1

　　houses．

2）　To　see　how　effective　it　wi11be　when　few　any　fi正e　fighting　foam1iquid　as　is　used　to

　　fight　against　that　of　gaso1ine　tanks　is　dエopped　or■a　fire　ofhouses　f正om　an　airp1ane．

3）　To　see　the　safety　in　f1ight　ofa　fire　fighting　ai■p1ane．

　大震火災時木造密集家屋群に対し、航空機によ

る空中からの消火液剤散布の延焼阻止、或いは地

域住民の避難路確保等の目的をもって、従来当所

で研究開発してきた空中消火法の手法、関連機器

の導入により大震火災時被害阻止に対する技術方

策について研究する。

　その内容としては、次による。

1．木造模疑家屋群に対する液剤空中散布の延焼

　阻止効果の実験

　　木造密集家屋群を想定した木材堆積に消火液

　剤を空中散布し、散布帯の延焼阻止の可能性に

ついて検討。

2．危険物火災に使用する消火泡剤の空中散布特

性の実験。

　街区に所在する危険物施設火災には消火泡剤を

使用するが、泡剤の空中散布による特性、’または

泡剤使用の可能性につき検討。

3．空中消火用機の飛行安全に関する研究

　　空中消火用機が散布機を懸吊して飛行する際

　の機速による散布機吹流れによって生ずる危険

　限界速度の検討と大震火災時の飛行可能限界の

検討

1、木造模擬家屋群1こ対する液剤空中散布の

延焼阻止効果の実験

1．1　クリブによる実験
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大竈時における都市防災に囚する研究（追報）

図1　実験場所
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1．1．1　目的　木造密集家屋群を想定した木材堆

積火災に対する消火液剤散布の延焼阻止の可能性

およびその効果を実験により求める。

1．1，2　実験場所　北海道川上郡漂茶　標茶営林

署管内別寒辺台

1．1．3　実験実施期日　昭和47年8月19日よ

り24日まで
1．1，4　実験参加機関

　　　　自治省消防庁防災課及び同庁消防研究所

　　　　帯広消防本部標茶消防暑

　　　　防衛庁陸上自衛隊北部方面航空隊

　　　　林野庁林業試験場及び同庁帯広営林局標

　　　　茶営林署

1．1．5　実験実施要領野外平地50伽x30肌
に木造密集家屋群を想定した可燃物堆積としてク

リブブロヅク群を配置レ風下側端末に空中より

消火液剤を散布した後、風上側端末に一線着火し

延焼の速度経過と散布による延焼阻止効果を実測

した。実験は2回実施レ第1回は燃焼状況把握

の予備実験と」第2回は延焼速度とともにその
阻止効果を実測するものとしたoこれに併行して

火点接近飛行麦全確保の見地から延焼時の上空放

射熱の計泓火点上昇気流最高速度の計測を併せ

行つた。

11，6　主要実験機材

　　　　使用航空機　中型ヘリコプタ・　ベル

　　　　　　　　　　204－B理と　2機（コ享真

　　　　　　　　　　1）
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大震時に玲ける都市防災に関する研究（追報）

写真1　実験用機と供試散布機材

x

写真2　水のう型消火液剤散布機

写真4 消火液剤混合調整機

！；・

写真3　桶型消火液剤散布機

、扱　・　一一　　㌧

ザ．い＼

写真5　消火液剤混合調整作業要素
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ン…．’ツク第3図 水のう型消火液剤散布機
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大震時における都市防災に関する研究（追報）

第4図 桶型消火液剤散布機
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航空沽防’’If、重脈＾しJ火災被7‘附1トしわ鮎術一名劣・浪原・平μ・準川■木川

　　　　（陸上自衛隊所属HU　I　B型）

　　　　消火液剤散布機

　　　　　水のう型消化液散布機　　4個

　　　　　桶型消火液散布機　　　　2個

　　　　消火液剤混合調整機　　　　　1個

　　　　消火液剤　D　A　P15％十C　MC1％

　　　　　　　　　　　　（写真一1～5）

1．1．7　実験条件

　A、木材堆積配置（木造密集家屋想定）

　第1回実験　堆積木材としてはクリブを使用し、

その詳細配置について下記に示す・

　クリブ用材杉　木材4．5㎝×45㎝×1．8伽

　単クリブブロックの組立長さ1．8伽のクリブ

用材を縦、横に4段積みとし、1段に要する用材

数は7本、計28本とする。

　単クリブブロックの寸法　長さ、幅とも1．8伽、

高さ18肌
　単クリブブロックの重量　50Kg

　クリブブロックの配置　各単クリブブロソクの

聞隔をO．7伽とし、縦列に20ブロック、横列に

12ブロックを配置した。従って全クリブブロッ

クの配置寸度は、縦列（東西方向）　約50肌

（20ブロック）横列（南北方向）　約30伽

（12ブロヅク）

　全クリブブロック配置面積　30肌×50肌＝

1500㎡
　全クリブブロソク重量　50Kg×240＝12
t　O　n

　単位面積当りクリブブロック重量　12　t　on

÷1　5　00材＝8Kg／〃デ

助熱材投入量　周辺刈払いの雑草枯乾材を全面

に投入

　クリブブロック配置面積　1500㎡

　1㎡当り助燃材投入量　　　　　3Kg

　　　全投入量　3Kgx1500＝4500K9
　全可燃物堆積量（1㎡当り）

　　　8kg（クリブブロック）十3kg（助燃材）

　　　＝11kg
　一般住宅に拾ける床面積1刎2当りの可燃物量は

建物構造材として130Kg／刎2

全クリブブロック含水率実測

言十測庶〃

〃．1

〃．2

〃．3

焔．4

含　水　率　　　％

14　　15　15　16

14，5　15．6　16　19．8　20　24

14　14．5　15　15　1617

161617．223

　上記より平均含水率＝16．7％　計測点は乱数

選定（23点）

　第2回実険　堆積木材としてはクリブを使用し、

その詳細配置については下記に示す。

　　クリプ用材　杉　　木材　4．5㎝×45伽×

1．9肌

　単クリブブロックの組立長さ1．9肌のクリブ

用材を縦、横に6段積みとし、1段に要する用材

数は9本　計　54本
　単クリブブロックの寸法長さ、幅とも1，9仇

高さ40．5㎝

　単クリブブロックの重量　94Kg

　クリブブロックの配置　各単クリブブロックの

問隔をO，6肌とし、縦列に20ブロックを配置し

たo

配置寸度　縦列（東西方向）　約50伽（20ブ

ロック）　横列（南北方向）　約30伽（12ブ

ロック）　配置面積30㎜×50肌＝1500㎡
　全クリブブロック重量　94Kg×240＝22．5
t　O　n

　単位面積当りクリブブロック重量　22．5ton

÷1500〆＝15Kg／㎡
　助燃材投入量　周辺刈払いの雑草枯乾材を配置

全面に投入

　1㎡当り助燃材投入量　5Kg

　全投入量　5Kg　X1500＝75．t　on

　全可燃物堆積量　1㎡当り　15Kg（クリブプ

ロック）十5Kg（助燃材）＝20Kg／㎡

　全量　22，5t　o　n＋7I5t　on　（助燃材）

二30t　o　n
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火震時にお一けゐ郁市防災に閑する研仰（沽執1

　全クリブブロック配置の含水率実測

　計測点吻　含　水率％

　　ノ吃．1　　　　1O　～　　12

　　〃2　　　　　10　～　　15

　　ノ吃．3　　　　10　～　　12

　上記により平均含水率＝11％、計測点は乱数

選定（30点）

　B、木材堆積配置に対する消火薬液空中散布

　第1回実験

　散布方法　クリブブロック配置に対し一線2回

重複散布

　散布用機　中型ヘリコプター　HU　I　B型　2

機（陸上自衛隊所属）

　散布条件　第1回散布　　第2回散布

　機速　　　　25k　t　　　30k　t（k　t：

　散布高度　　30伽　　　　30伽　　ノット）

　供試散布機　水のう型　　水のう型

　散布薬液　　MA　P15％十CMC1％

　　　　　　　MAP15％十CMC1％
　薬液散布量　　700Z　　700Z
　散布範囲

　　散布延長×幅

　　　　　100肌X101肌　　　100mx15㎜

　　散布面積概算

　　　　　　　1000㎡　　　　　1500㎡

　クリブブロック配置への液剤散布面積　いずれ

も　約160㎡

　クリブブロック配置散布密度

　　　　　　　　　　　　O．5　4Zi　t／〃デ

　散布パターンは図に示す（第5図）

　第2回実験

　散布方法　クリブブロック配置に対し一線2回

重複散布

　散布用機　中型ヘリコブター　HU　IB型2機

（陸上自衛隊所属）

　散布条件

　　　　　　　第1回散布　　第2回配布

　機速　　　　35kton　　　　25Kton

　散布高度　　30伽　　　　30㎜

　供試散夫機　水のう型　　　水槽型

散布薬液　MAP．15％十C州。C．1％

　　　　　　7004　　　　7002
敦布範囲

散布延長X幅

　　　100肌×10肌　100肌X15伽
　散布面積概算

　　　　1000㎡　　　　1500〃デ

クリブブロック配置散布面積

　　　　　　　　　　　約15附

クリブブロック配置散布密度

　　　　　　　　　　平均0．59Zi　t■㎡

　散布パターンは図に示す。　（第6図）

1．1．8　実験結果　前出諸条件下に風上側に一線

着下し火災進展速度と液剤散布等による延焼阻止

状況を実測し次の結果を得た。

　第2回実験

　　　延焼並に延焼阻止状況実測表　（表1）

　第2回実験

　　　延焼進展経過と阻止線　　　　（第7図）

　第2回実験

　　　延焼速度曲線と延焼阻止曲線　（第8図）

1．1．9　実験の考察

　　　　消火液剤空中散布による延焼阻止効

果実験

　1〕　徴風下に（O．5～2伽／S）の可燃堆積

　20Kg／㎡、燃焼時の延焼速度は本実験の場合、

延焼中央部に拾いて約1．5／分側端部では約1．0

　㎜／分であつた。

　2）　本実験は実家屋群の火災規模想定に対し、

　可燃物量等の諸条件は小さく、約1／4程度とし

　た。

　3）　実験の延焼進展に対し、消火液剤散布密度

　0．58Zi　t〃の散布帯では火勢を完全に阻止し

鎮火に至らしめ、その効果を確認するとともにそ

　の可能性の目途を得た。

　4）　本実験結果の実火災への応用については、

今後なお実家屋規模、並びに各種風速に対する実

　験を経由する必要がある。

　　1．2　火災上昇気流最高温度実測

　　空中消火用機が火点直上に接近活動するに当っ

　て飛行の安全を確保し得る接近高度を限定する必
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表一1
第2回実験 延焼並に延焼阻止状況実測表

経過時問 火線先端 火線後尾時 刻
延焼距離 平均延廃速度 延焼距離 平均延饒距離 備考

　’12h55 着火 ○伽 ○肌■分 ○肌 ○伽／分

1h06’ 11’後 17 1．5 5 O．45
07’ 12’ 17 1．4 6 O．5

08’ 13’ 20 1．5 1O 0．75
09’ 14’ 22．5 1．6 11 O．75
10’ 15’ 22．5 1．5 11 O．7

11’ 16’ 26．5 1．7 11 0．7

12’ 17’ 27．5 1．6 15 O．85
13’ 18’ 27．5 1．5 16 O．9

14’
’
1
9 28 1．5 16 O．8

15’ 20’ 29 1．45 17．5 O．9

16’
’
2
1 30 1．4 17．5 0，8

17’
’
2
2 31．5 1．4 20 O．9

18’
’
2
3 31．5 1，35 20 O．9

19’
’
2
4 32，5 1．35 20 O．8

20’
’
2
5 32，5 1．3 22．5 O．9

’
2
1

’
2
6 32．5 1．25 22．5 O．9

’
2
2

’
2
ワ 34 1．25 24 O．9

’
2
3

’
2
8 34 1．2 25 0．9

’
2
4

’
2
9 35 1．2 25 0．9 火線先端

’
2
5

’
3
0 35 26 0．9

散布線到達

’
2
6
31’ 35 26 O．8

27’
’
3
2 35 散 2b 0．9

28’ 33’ 35 布 29 0．9

29’ 34’ 35 線 31 0．9

30’
’
3
5 35

に
32 O．9 火線後尾

36’
到

31’ 散
散布線到達

35 達 32
32’ 37’ 35 火 32 布

33’ 38’ 炎 32
線

35 に

34’
’
3
9 35 進 32 到

35’
’
4
0 35

展
32 達

せ
361 ’

4
1

火

ず 炎

37’
’
4
2 進

38’
’
4
3

展

せ

ず
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大竈時に歩ける都市防災に関する研究（追報）

第5図　散布パターン

第1回　実　験

　散布状況及ひ気象
散布密度単位：2i　t／易2

飛行方向
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第6図　散布バターン
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　　　　　　　　　大震時に呑ける都市防災に関する研究（追報）

第7図　第2回実験　延焼進展経過と阻止線 クリブブロック配置
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航空消防ナー一軌二土る火災被害阻止の研究一名雪・笠源・平貨・黒［I］・木田

第8図　第2回実験　延焼速度曲線と延焼阻止曲線
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大震時における都市防災に関する研究（追報）

要がある。このため火点直上の火災上昇気流の最

高温度を実測した。（8月24日）
1．2．1　計測要領

　　　　実験区内3ケ所に可及的高い（10㎜）

ポールを直立し、地上各高さ（2，4，6，8，

9，10㎜）のポール表面に感温度色材（サーモ

クレヨン、サーモワッペン）を塗布または貼布し、

地上配置の可燃堆積物燃焼の後、感温変色材の変

色々調により各高さにおける最高温度を確認した。

（表一2）

　感温変色機の感温範囲

　　サーモクレヨン

　　　　200℃～395℃～465℃
　　サーモワッペン

　　　　70℃85℃90℃105℃125℃
1．1．2　実験の考察

　　　　火災上昇気流最高温度について

1）　火点u：空10伽の気流最高温度はいづれも

約100℃火点中心部では地表2刎こおいて465

℃　弱を示し、大略直線的温度変化の傾向が見ら

れた。

2）　目祝こよる熱上昇気流の上昇性状は今次実

験では直上25伽にて気流集束し、直上40仇に

て周辺に急拡散する傾向が見られた（第10図）

3）本実験の規模では火点直上飛行にあっても、そ

の気流温度による飛行危険＝は直近以外予測されない。

4）本実験の計測高さは地上10肌までであるが、

実用最適飛行高度の30肌～50伽での気流温度

は未確認ではあるが、実験結果がら常温に近いと

予想される。

5）　飛行安全確保のためにはこのほか上昇気流

温度をも把握確認する必要があるが、今次実験で

はこれを実測し得なかった。

1．3．受熱放射量計測実験

空中消火用機が火点直上に接近始動するに当っ

て、飛行の安全を確保し得る接近高度を限定する

必要に対し、また想定火災の火勢、その消滅状況

を把握するため、想定火災の地上側面、及び空中

に在るヘリコプター上より経過時問に対する放射

熱量を計測した。

1．3．1　　言十狽1」弼頁

　地上側面より放射熱計測想定火災側面に3基

の放射熱量計を火災側端から各10mの距離の等

問隔に配置レそれぞれ、火災初期、中期、終期

の火勢態様に応じ記録しね

　空中よりの放射熱計測

　想定火災の中心より60㎜の位置に計測ヘリコ

プターを占位させ、ヘリ上より火勢の終始につい

てその放射熱量を計測記録した。計測ヘリは本来

火点直上占位が望ましいがその吹降し風による火

勢じょう乱を考慮レ　これを避けた。

1，3．2　実験の考察

　　　　受熱放射量計測について

1）　放射量計測結果は想定火災の発生および消

火液剤散布帯における抑制鎮火を時問的にこれを

良く示している。

2）　地上側面よりの放射熱量最大は火点中心よ

り25肌位置にて、1．O×103kca1”ihrで
あり、実規模火災に比し小さいが、その対比は今

後行うものとした。

3）　空中よりの放射熱量最大は直線90肌位置

にてO，18×103kc＆1〃一hrであり、火点直

上を避けたが、直上飛行はへりの下降風による火

勢じょう乱を考慮した。

4）　気流拡散高度では新気との混流により上昇

速度、気流温度ともに急減が予測され、直上飛行

の危険に対してはへりの下降気流を加えて安定飛

行障害はないものと予測する。
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航空消防活動に二る火災被害舳トの研究一名劣・笠原・平汽・黒川・」イ、Hi

表一2 測温ボール位置拾よび計測結果

＿／

NE～E　S
05～20肌／S

クリブブロック

　　　　配置

、・κ2

．161

8肌r’下　　　　　　ε

：3

§
oo

§
oo

一線着火

測淵結果

高　さ ポール焔1 ポール〃2 ポール〃3

10肌
　1O　O℃
125℃　楠変色

105℃ 105℃

125℃ 125℃ 125℃
9肌

　　　　200℃
8肌　200℃　完全変色

　150℃
125℃　完令変色
200℃　変色　弱

125℃

　　　　300℃
6肌　200℃　完令変色
　　　395℃　稿　変色

200℃ 125℃

　　　　400℃
4㎜　465℃　変色

　　　350℃
弱　200℃　完全変色
　　395℃　変色　弱

125℃

2㎜　　〉465℃ 〉465℃ 125℃
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　　　　　　　　　　　人震時に如けろ都市防災に閑する研究（i！三報）

第9図　各地上高さに拾ける火炎上昇気流温度
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　　　　　　航空沽防！止一」釧てLる火災彼．与阻1トの研術一名雪・笠原・平貨・黒冊・木H1

第10図　熱上昇気流拡散目視図
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大震時における都市防災に関する研究（追報）
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航空消防沽動に仁る火災被害阻止の研究一名雪・笠原・平貨・黒田・木田

第12図 地上側面よりの放射熱計測線図
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第13図　地上側面よりの放射熱計測線図
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第14図　地上側面よりの放射熱計測線図 ；
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　　　　　　　　　　大震時における都市防災に関する研究（追報）

第15図　空中よりの放射熱計測線図
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航空消防沽動にしる火災被審阻止の研究一名雪・笠源・平貨・黒田・木日］

　2、危険物火災に使用する消火泡剤の空中散布

　　特性

2．1　目的　大震火災対策として航空消防活動に

よる被害阻止の研究は、主として密集木造家屋群

を対象として推進しているが、現実には石油類集

積貯蔵所等危険物施設も混在する処から、これら

施設火災に対する泡消火剤の適用による空中消火

の可能性を検討するため、空中散布による泡消火

剤の性状を実験より求めた。

2．2．実験場所　岐阜県各務原市蘇原三柿野

航空自衛隊岐阜基地内川崎重工業株式会社附属飛

行場

2．3　実験実施期日　昭和47年3月21日より

25日まで
2．4　実験参加者と分担

　　　消防研究所第3研究部　消防機械研究室

　　　　　実験指揮、記録　　　　名雪　健一

　　　　　実験進行調整　　　　笠原　保信

　　　　　実験計測　　　　　　　平賀　俊哉

　　　　　実験補給、言己録　　　　黒田　靖郎

2．5　実験実施要領

　A　消火泡剤地上放出実験

　　　内容積　7004i　tの試作圧カタンクに泡

剤溶液3002i　tを入れ6Kg／㎡の圧縮空気を充

損し、4004i　t型ノズルを使用レ地上面これ

を放出、この時の膨張率その他を計測した。実験

使用消火泡剤は次の2種　消火用蛋白剤、消火用

界面活性泡剤

　B　消火泡剤空中放出実験

　　　試作圧カタンクをヘリコプターに顕吊飛行

し、空中より前記地上放出実験と同様条件下に放

出した時の消火泡剤の物理的特性散布並ぴに損

の状況を把握した。

　ヘリコプター機速　　：　0（空中停止）

　ヘリコプター地上高度：　40㎜

　泡剤放出口地上高度　：　35㎜

　供試消火泡剤　　　　1　2種（蛋白泡剤、界

　　　　　　　　　　　　　面活性泡剤）

　泡剤容液量　　　　　：　3002i　t

　泡剤放出口　　　　　：　4002i　t型泡用ノ

　　　　　　　　　　　　　ズル

　タンク圧力　　　　　：　6Kg／劫

　C　消火泡剤空中放出による消火実験

　　　前項で実施した空中放出特性、特に散布バ

ターンを基にし、散布中心に油類模型火災を配置

置し、泡剤放出による消火の効呆について検討

した。

　ヘリコプター機速　　：O（空中停止）

　ヘリコプター地上高度：40㎜

供試消火泡剤　　　　：2種　（蛋白泡剤、界

　　　　　　　　　　　　面活性泡剤）

　泡剤容液量　　　　　：3002i　t

　泡剤放出口　　　　　：4004it型ノズル

　タンク内圧力　　　　：5．9Kg／劫

供試火災現場　　　　：油類模型火災B－1型

供試燃料量　　　　　：ガソリン　872i　t

模型火災面積　　　　：2㎡

2．6　主要実験資材

大型ヘリコプターバートル107型　1機
（川崎重工所属機）

試作消火泡溶液圧カタ；■ク

　　　　　　　　　　2基（写真6～第7）

写真6　供試泡斉旺カタソク

∵？
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「大震時に紅ける都市防災に関する研究（追報）

」

口

写真7 泡剤放出ノズル

，∠

徽

　消火泡斉順液　a、蚤白泡剤原液　3％型（深

田工業社製）

　　b　界面活性泡剤原液　6％型（3N社製ラ

イトウォーターFo－194）

2．7　実験結果

　A　消火泡剤地上放出実験

　第1回　界面活性泡剤

　　泡剤原液量　　　　　300Zi　t
　　泡剤溶液タンク内圧　6－0～5．9K〆滅

　　泡剤放出所要時間　　1分55秒

　　放出ノズル型式　　　深田工業製400Zi　t

　　　　　　　　　　　型

　　放出ノズル指向　　　水平指向（地上1肌）

　　放出パターン寸度　（第16図）

　　　長惰円　長さ11伽　巾7伽　泡厚20㎝

　　　　　　　（最高）

　　放出泡被復面積　　約60㎡

　　放出泡概算容積　　約3㎡

　　放出泡算定倍率　　約7～9倍

　放出泡性状　泡粒被膜極めて薄く透明、含水

　　少なし、放出直後より外周の泡損耗し、中

　　央部のみ残存、（放射時の中央部泡高さ20

　　㎝なるも、直後10㎝に逓滅）

第2回蚤白泡剤
泡剤原液容量　　　　300Z　i　t

　泡斉喀液タソク内圧　6．O～52Kg乃涜

泡剤放出所要時問　　1分57秒

　放出ノズル型式　　　深田工業製400ムt型

　放出ノズル指向　　　水平指向（地上1肌）

　放出パターン寸度　（第17図）

　　長惰円　長さ16肌　巾4肌　泡厚20㎝

　　　　　　（最高）

　　放出泡被膜面積　　約22．5㎡

　　放出泡概算容積　　約　3．5㎡

　　放出泡算定倍率　　約7～9倍

　放出泡性状泡粒被膜含水充分な白色正常泡、

　　堆積は均等分布し持続安定にして損耗少な

　　い。（放射後10分にして泡安定、変化なし）

第3回　蚤白泡剤　前記1～2回実験と同様条

　件に放出ノズルのみ800ヱi　t型（深田工業

　製）と短秒時放出性状を検討した。

　泡剤放出所要時問　45秒

　放出泡性状　発泡極めて不良にして、その大

　　部は溶液散布となり、一部の発泡は放出落

　　下後直ちに損耗堆積せず。

B　消火泡剤空中放出実験

　　次の諸条件下に4回の実験を行在っね

　泡斉倣出高度　　　　　40　肌

　泡剤溶液容量　　　　　300Zi　t
　泡剤溶液タンク内圧　　5．9Kg／6涜

　放出ノズル型式　　　　400Zi　t型

　　　　　　　　　　　　（深田工業製）

　放出ノズル指向　　　垂直下方

　泡剤種類　　　　　　　蚤白泡剤3％型（深

　　　　　　　　　　　　田工業製）界面活性

　　　　　　　　　　　　泡剤6％型（3M社

　　　　　　　　　　　　製ライトウォーター

　　　　　　　　　　　　F　C－194）
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第16図 第一回消火泡斉1地上放出実験
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大震時に如ける都市防災に関する研究（追報）

第17図 第二図消火泡斉地上放出実験

7㎜

第二回実験

　蛋白泡散布

　　　　ハターン

§

マ

ノズル先端

10
　肌

泡高さ

概算面積

　22，5〆
平均泡高さ

　　　1．52吻

概算泡容積

　　　3．5〆

O　・　・　31・　56　・・

20

15

10

5（図示は10倍）

　界面活性泡放出泡性状

　　放出泡は側風WNW3．3肌／Sにて落下目標

　　点を外れ散布した。重た落下中の泡は小塊泡

　　集団として落下。地上堆積泡は放出完了後目

　　標点離脱時へりの吹降風によりその大部を飛

　　散する　（第18図）

蛋白泡放出泡性状

　　放出泡は側風WNW4m／Sを受け落下した

　　が、へりの微小修整移動により目標点に接近

　　落下した。また落下中の泡は、異常を示さず

　　風下側への吹流れは前回より少ない。

　　地上堆積泡はへりの場外離脱時の吹降風によ

　　り損壊された。（第19図）

第3回実験
　　1．放出は目標点直上40mに空中停止し目

　　　標点集中落下のため僅かに修整移動

　　2．泡藩下状況、放出時の散布パターンは前

　　　　回と同様規模を示したがヘリコプターの

　　　　場外離脱時その吹降し風により大部分を

　　　　飛散しパターンの実測不能

　C　消火泡剤空中放出による消火実験

　C－1　実験条件　次の諸条件にて2回の消火

実験を行った。

1）　泡剤放出条件

　　泡剤溶液容量

　　泡剤溶液タンク内圧

供試泡剤種類

3004i　t

59k〃
4004it（深田
工業製）

蛋白泡剤3％型
（深田工業製）

界面活性泡剤6％

型（3M社製ライト

ウォーターFC－

194）
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第18図 第一回実験 界面活性泡散布バターン
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大震時における都市防災に関する研究（追報）

第19図 第二回実験 蛋白泡散布バターン

　
・
婁
卜
睡
曲
跳
症
↑
鯉
廻

　
　
、
。
◎
N
．
◎
鯉
約
廻
蝋
鞍

　
　
　
　
§
ω
榊
匝
廻
軒
汁

　
、
。
◎
．
㊤
o
鯉
垣
樽
禅
躰
韓

　
　
　
　
　
　
繍
終
翻
逃
g

長
遡
o
o
」
■
単
｝
則
）
』

§
o
寸
」
－
㎞
目
唯
、
轡
皿
せ
王
お

ω∠I
ざ
寸姜
＼
一

　
　
　
　
　
　
　
皿

§
6
㊤

§
6
㊤

榊
一
岨
鰹
蝉

IO㎜
　
〉

ゆ
匝
鰹
斡

§
6
◎
一

榊
唾
鯉
斡
一

§
マ
～
N

榊
匝
鰹
斡

§
①
H

蔓
o
◎
．
寸

ミ
o
．
㊤

§
㊤
．
㊤

一g0一



航空消防活動に仁る火災被薯阻止の研究一名雪・笠原・平貨・黒田・木田

第20図第四回実験蛋白泡散布バター二■

第4回実験（第20図）
　　　　　　　蛋白泡散布パターン

　　　　　　　　泡散布に当って地上2㎜間隔に泡受け小型容器を4個配置した。

　　　　　　　　放出はκ3容器を目標とし、へりはその直上40㎜に修整移動し、

　　　　　　　　つつ放出。

　　　　　　　　概算被覆［帥積118㎡

　　　　　　　　平均泡高さ15㎜

　　　　　　　　概算泡容積1．77㎡

　　　　　　　　小型泡受け容器　　直径22㎝円筒

　　　W，6．6η／。

§

①

1

一一⑨一⑧一・一一⑦一⑥一一

④

ム

24m

容　　器

実測泡量

〃0．　1　　2

ザ　　10　20

3

20

4　　5

10　　5

6　　　7　　8　　　9

30　　20　　20　　20
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大震時における都市防災に関する研究（追報）

第21図　消火村象火災規模図

消火対象火災規模図
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2）　実験飛行条件

泡剤放出時高度　　　40伽（地上）

泡剤放出時飛行姿勢　直上空中停止によるが

　火点集中投射のため若干の修整移動

3）　消火対象火災条件　　（第21図）

消火対象火災規模　　油類模型火災B－1O

　型（自治省令に定める消火能力基準）

　　供試火災油檜　　　　1．4肌×1．4肌X30㎝

　　供試火災燃料量　　　ガソリン　59Z　i　t

　　油槽中水量　　　　　235Zi　t

　　供試火災面積　　　　1．96伽‡2”

　　予燃時間　　　　　　80s　e　c

　C－2　消火実験結果

　第1回実験　界面治性泡剤による消火実験

（1）泡剤放出の風向、風速はW6～4，7肌■S

（2）ヘリコブター吹降し風と横流自然風による偏

流のため、直’下火点に放出泡剤の集中投射が阻害

され、その大部が火点油槽中に注入し得なかった。

（3）投射中2～3回の僅かな泡剤注入により火勢

は若干衰退の微をみせたが、泡消滅により再勢し、

消火不能。

　第2回実験蚤白泡剤による消火実験

（1）泡剤放出時の風向、風速は、W3～5肌／S

（2）泡剤投射状況は、前回と同様であり、泡剤種

類の相異による効果の比較は全くみられず消火不

能。

　第3回　補足実験　前記2回実験と同様の対象

火災規模に対しヘリコブター火点接近による火勢

の対応を観測し、ヘリコブターの接近限界高度を

求めた。

（1）高度40伽にて、火勢に対する影響なし。

（21高度35肌を過ぎ高度低下に伴ない黒煙増加

（3〕高度30伽にて黒煙ますます増大し、火炎下

部に散見する。

（4）高度25肌にて、ヘリコブターの吹降し風急

増し、黒煙急滅とともに火炎増大し、中心火炎は

白熱状況を示す。

（5）ヘリコブター火点直上を離脱

2．8　実験結果の考察

　A　消火泡斉11地上放出実験　泡堆積状況は泡種

類により若干の相異がある。蚤白泡は堆積の厚さ

大であるが被覆面積小であり、界面活性泡は堆積

一g2一
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厚さ小であるが被覆面積大となる傾向を示す。そ

の実測諸量は空中放出による泡堆積の比較基準と

して一般性を示した。

　B　消火泡斉11空中放出実験

1）　へりの下降風と横自然風による放出泡の偏

流により空中より泡放出は目標適中極めて難かし

）、o

2）　目標適中のためには空中へりの若干の前後

左右修整移動を行なったが完全適中は期待し得ない。

3）　空中放出の泡生成にっいては、問題ないが、

泡自体軽量の故に微弱な気流の影響を受け、落下

時の損壊吹流れ、また地上堆積泡のへり離脱時の

下降風による飛散、損壊が大きく、特に界面活性

泡において甚だしい。

4）　散布パターンは地上放出時と全く相異し、

周辺気流により不定であり、定型化の傾向をホさ

ないo
　C　消火泡剤空中放出による消火実験

1）　本来泡剤による油類火災消火は、油面上に

泡の全面被覆堆積をもって可能とするが、そのた

めには、目標火点に集束適中を要し、上記諸頃よ

り本実験では、消火不能であった。

2）　補足実験として泡の集束適中を容易にする

ための放出高度低下を試みたが、却って下降気流

により火勢を強大にし、その影響限界高度は実験

によれぱ、地上35仇までであった。

　3　空中消火用機の飛行安全に関する研究

　（1〕消火液剤散布機の吹き流れ傾斜角にっいて

（2」大震火炎時航空消防活動の限界条件の調査

　　研究。

3．1　消火薬液散布機の吹き流れ傾斜角にっいて。

3．1．1　目的　空中消火のための消火薬液散布機

は航空法規、消火技術等の関係から、ヘリ

コプター下部にワイヤー等で懸垂する方法がとら

れた。この場合ヘリコプターの飛行中風圧に

より或る速度以上では、散布機が過大に吹き流れ、

機体後部に、接触損壊、或いはヘリ機体に異常振

動を生ずる為、ヘリ航行に危険を招来する事が憂

慮され、特に火災現場に急行する場合、液斉1∫充損

状態での散布機は問題ないが、散布後帰投時、軽

量化した散布機が風圧の影響を大にし、このため

安全酸界機速を確定する必要がある。そこで実飛

行試験と併行しつつ安全限界機速と散布機吹き流

れ傾斜角度について若干の計算および1λO模

型による風洞試験を行い、これを基に実飛行試験

により限界機速を確認した。

3．1．2　検討の経過　水のう型散布機の散布試験

（昭和46年2月、陸自第1ヘリコプター団基地、

木更津）に於て液剤投射後の飛行機速によっては

散布機の吹き流れ傾斜角が稿過大であり危険域に

接近する事が問題とされ、限界機速の確立検討を

要する処となった。これに対し、その後種々険討

の結果、2～3の数値計算、および所内風洞によ

る1／1O模型による風洞試験を行った。これら

実験に基づき投射後も液剤の一部が散布機下端部

に残留し（約65Kg）バラストウェイトとする構

造に一部改修し、その後の飛行試験により限界安

定機速を60k　tとする結論を得た。

3．1，3　数値計算

　A、各種数値

　　a　標準大気（高度600腕）

　　　　気温　t℃二15－O．O065×600

　　　　　　　＝11℃
　　　　気圧　P二760｛1一（O－O065／288）

　　　　　　　×600／5，253＝707，473
　　　　　　　伽／Kg

　　　　空気密度　ρ＝O．13177x｛273．16／

　　　　　　　　　（273．16＋1u）1×707．柵

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一6
　　　　　　　　　／760＝1，808x1O
　　　　　　　　　KグS／㎡
　　　　動粘性係数　γ二μ／S＝1，808X1O－6

　　　　　　　　　　／O，11783＝　　1．5338×

　　　　　　　　　　1r5〃。。。

　　b　散布機各部重量投影面積および．支点よ

り投影図心距離を次表にホす。
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大震時における都市防災に関する研究（追報）

部　　　位 重量Kg 投影面積㎡ 支点距離伽

吊索（ワイヤロープ） 7．2 O．126 4，17
重錘（ロープ附属） 1．45 O．O0497 7．96
頂　　部 1O．8 O．0181 8，18

水のう本体 11．5 1．08 乱895
残　　留　　水 65 1O．095

放　　出　　部 32．5 O．106 1O，45

計 128．45 1．335

吊索、重錘は風圧に関連薄しとして省略風圧関連重量÷120Kg

C　抗力係数q
　（1）吊索（ワイヤロープ）

　　　Re二　　　30，864×O．016／
　　　（1．5338×10．5）＝32196／60kt

　　　故にC。は丸棒の場合と同等とし（図表

　　　より）　C。幸1

　（2）重錘（ワイヤロープ附属）

　　　実験値　C。：O．65

（3）項部

　　　実験値　C。＝0．58

（4）水のう本体（傾斜角　約35。と仮定）

　　　Re：v4／γ＝30，864×1．9／

　　　（1．5338x1O－5）＝3．82×10

（5）放出部

　　　4／d以より　　CD＝O．6～・0．5

dベクトル合成法による計算
（1）計算式

　　　　　1　　　R一ラ・ρ・V2・C。・SただしR；

　　風圧低抗、V；大気相対速度、；大気密

、1妙鮒S；脇ける

　　1吊索（ワイヤロiプ）

　　　R＝O．5×0．11787×V2×1XO．126＝

　　　　　　　　　　　　　4，912（50k　t）

　　　　　　　　　　　　　；ll；；；：ll1

　　2重錘（ワイヤロープ附属）

　　　R＝O．5×0．11787×V2×0．65

　　　×0．00497＝

　　　　　　　　　　　　　○ユ93Kg（50kt）

　　　　　　　　　　　　O，279Kg（60kt）

　　　　　　　　　　　　O－379Kg（70k　t）

　3　項部

R＝0．5×0．11787xV2×O．58×O．O181＝
　　　　　　　　　　　　O．40g　Kg（　50k　t）

　　　　　　　　　　　　0，589Kg（60k　t）

　　　　　　　　　　　　O，801Kク（70kt）

　4、水のう本体

R＝O．5x0．11787×V2×1．1×1．08：

　　　　　　　　　　　46，361Kg（50k　t）

　　　　　　　　　　　66，695Kg（60k　t）

　　　　　　　　　　　90，739Kg（70k　t）

　5、放出部

R＝O．5X　O．11787XV2×O．65X　O，106＝

　　　　　　　　　　　　2，686Kg（50kt）

　　　　　　　　　　　　3，868Kg（60kt）

　　　　　　　　　　　　5，2　62Kg（70k　t）

　e　力の合成　（第22図）
（1）吊索（ワイヤロープ

　　　　　　　　　　　　4，912Kg（50k　t）

　　　　　　　　　　　　7，97Kg（60kt）

　　　　　　　　　　　　9．62　Kg（70kt）

　　　7．2Kg

（2）重錘（ワイヤロープ附属）

　　　　　　　　　　O．193Kg（50k　t）　　　　　　「
　　　　　　　　　　O．279Kg（60kt）

　　　　　　　　　　O．379Kg（　70k　t）

　　　　　　1．45Kg
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（3〕項部

1O．8Kg

（4）水のう本体

O．40g　Kg（　50k　t）

O．589Kg（　60k　t）

O．801Kg（7　0k　t　）

46，316Kg（50k　t）

66，695Kg（60k　t）

g　O．739k　t

θ　口

V；風速

（5）液剤

11．5Kg

プ
　　　　　　　　S；投影

　　　　　　　　　　面積

　　　水
　　1　　の
　　1　　　う
＿＿lL
　　l　l

　　l　l

　　l　l

W重量

（6）放出部

325Kg

2，686Kg（50kt）
3，868Kg（　60k　t　）

5，262Kg（70kt）

b　各種機速Vのときのθの計算値

V＝40，60，70kt，W・ρ・q。・Sの値は

前記ベクトル計算値と同様。以上により計算

　したθの値

機速V　k　t

傾斜角θ◎

70

14043’

60

2駅22’

70
34．o281

　　　註上記ベクトル図は各部位毎に比例を示

　　　すが各部相互の相関比例は示していない。

3．1．4　水のう型散布機の風圧低抗を基にした計

算

　a　計算式右図の如き状態を考える。即ち投

影面積Sの物体が、風速Vを受け傾斜角θの吹流

れを生じたとすると、次式が成り立つ。

　Rcosθ＝Wtanθ　R：抗力　ただし、

　　　1
　R＝百・　ρV2・CD・S　　変形して

・i・θ一／－W＋W2＋蛆／／2R

上式にRを代入すると

・i・θ一¶・W・・（去・町）・

　／ρ・V2・C』・S

c　計測結果の数値　Voは前記計算結果を用

　いた。

計狽幡＝号 V似。。 θo

Vkt 備　考

1 7，4 9．5 29

2 9．5 15．5 38

3 1O． 19． 40

4 14．4 26，5 58 ロープ長さ

370伽
41 144 26．5 58 ローブ長さ

1300伽
5 17．7 37．5 71

　d　水のう散布機の吹き流れ傾斜角総合結果

（1〕ベクトル合成法による計算結果に比し若干そ
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大震時にお・ける都市防災に関する研究（追報）

第22図 ベクトル合成図

23o

32。

40o

70kt

　　　　　　　60kt50kt

前記各部位のベクトノレを合成すると上図となり，図より

機速に対する傾斜角を求めると次のとおりとなる。

機　速　戸

　　　　　○傾斜角　θ

50

23

60

32

70

40

註ヘリコプターの下降風による影響は省略した。
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の数値は大きい。

（2）風圧低抗を基にした言十算結果と風洞試験によ

る結果はほとんど一致した。

（3）上記より風洞試験結果を基として実飛行実験

により実用飛行機速限界を検討するものとした。

3．1．5　1／15型による風洞試験

　a　計算式質量、速度の関係として次式を用

いた。

　W：K・R・・。V2S　（K：常数）

実機の数値をW．V．S。とし、風洞試験による

数値をW，V、　とすると

V＝Y　（Wo／W）・（S／So）＝Vo

（120／OB）・（1223／1223・10－2

　＝2V．

　b　ローブ長さの影響　風洞規模の制限から、

ローブ長さL＝370㎜とした。ロープ長さは水

のう散布機の吹き流れ傾斜角に直接的影響を生じ

ないとしたが、確認のためその長さを370㎜、

1300㎜の2種として比較実験を試みたが、結

果は全く同一であった。

　C　計測法およぴ結果

　供試風洞　吸出口　600㎜×600㎜　ゲヅ

　　　　　　　　　　チン型（消研、小型風洞）

　風速測定　熱線風速計（日本科学工業製　AM

　　　　　　－B1O型）
　計測は各種風速変化に対する吹き流れ傾斜角を

測定し、写真撮影記録をした。（写真8～13）

（第23図）

3．2　大震火災時航空消防活動の限界条件の調査

　　研究

　火災上空を航空機が飛行する場合の危険は大略

2種に区分される。

　1．火災による熱気流、乱流、煙による視界阻

　　害。

　2．航空機自体の耐熱、耐煙性

　1．については火災及び小規模の中は炎上危険空

域を避けて飛行し、可能な消防活動を原則とし、

火災が順次拡大するに従ってその活動空域は縮少

し、遂に火災が大規模に発展し、火災合流、火災

旋風、火災による積乱雲形成等に至る時点ではそ

の上空に安全空域を失ない飛行不能とならざるを

得ない。

　そこで本調査研究では、火災発生から飛行不能

となる火災規模までの時問的限界を主として調査

検討するものとしね

3．2．1　過去の地震火災による同時多発火災事例

　　　の調査に基づく検討

　　　　地震に基づいた大火事例の中、主なるも

のを次に示す。

　　　　発生期日

関東大大正12年
震火災　　9月1目

福井地　昭和23年
震火災　　6月28日

新宮地昭和21年
震火災　12月21日

焼失戸数　同時多剰断

381000戸　不明

2409戸　　7ケ所

2598戸　　1ケ所

上記から関東大震災、福井地震火災を対象とし

て火災旋風発生時点の調査を行い、次の結果を得

たo

　　　　　　　　火災発生より旋風発生までの
　　　　　　　　経過時間

　関東大震火災　　大略　　壬時間

　福井地震火災　　大略　　3時問

　　　　　　　　（災害科学研究会、大火調査資
　　　　　　　　　料、1954による）

3．2．2　火災合流による火災気流の激化

　　　　同時多発火災に拾いてその発展過程に一

火災地区と．他火災地区との接続合流は一段と火災を

を激化し、合流による周辺よりの吸引風の増大、こ

これによる上昇熱気流の激化を生じ、全火災域上

空の気流環境は急激に強大になる。

　地区火災の大小にも因るが、これら火災合流時

点をもって飛行不能限界と仮定レその発生時点

の調査を試みたが、過去の大火事例からのこれら

資科は寡少にして、区区であり、結論を得ず今後

の検討にまつものとしね

3．2．3　吹風による熱気流傾斜

　　　　火災炎上時熱風の強さ（風速）が大きい

程、熱気流や煙の流動傾斜ぱ大きく火炎直上への

炎上熱煙は少なくなる。従って直上飛行の可能性

は高くなるが反面、直上飛行航空機への熱放射は

大きくなり、火点接近高度はこのため限定される。

　限定高度は火災規模に応じて相異するが、火災

規模に対応する放射熱強度の相関により求められ

る。
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　これら相関を求めるための準拠資料として次の

文献を選出したが、文献は石油タンク火災のもの

であり、本件の場合と相異すると考えられ、適用

を可能としてもなお若干の検討を経由する必要か

ら今回は具体的計算を敢えて省略した。

　文献

　　a　油タニ■ク火災に拾けるふく射熱　湯本太

　　郎安全工学VOL10、〃3、（1971）
　　b　東京区物に拾ける大震火災時の焼止りに

　　関する調査研究　浜田稔、鈴木唯一郎　昭和

　　49年度研究発表概要集（日本火災学会）

　　3．2．4　航空機自体の耐熱、耐煙性

　a　耐熱性一般に航空機製造に当っての耐熱

性附与は次の温度範囲をもって基準としている。

　温度範囲　一30℃～十50℃（国際航空機製

　　　　　造基準による）

　これら温度範囲設定の根拠は主として寒地熱帯

地でのエンジン特性保持（寒地での潤滑油凍結現

象、熱地でのぺ一パーロック現象）を基にし、こ

のほか構成材質に及んでいる。

　ヘリコプターにおいて熱気中飛行はエンジン冷

却不良、出力低下による故障危険のほか、キャビ

1■周辺風防に使用する透視アクリライトの加熱変

形による離脱等直接的危険に招来し、元来十50

℃　以上の熱環境下の飛行は不可としており、多

額の経費をもってする耐熱性附与もまた経済性の

上から本来不可能である。

　b　耐熱性　高々度飛行の商業用機は外気低圧

に対し、室内気密とし加圧するために煙の侵入は

ない。しかし一般の軽飛行機、ヘリコプターにあ

ってはこの配慮は全くなく、耐煙性は皆無と云え

る。機体の改修による煙侵入防除は不可能ではな

いが、多額の経費を要し、たとへ侵入を防除し得

たとしても煙による祝界阻害は飛行の致命的障害

であり、現在その対策はない。

3．2．5　調査研究の考察

　1．航空機自体の耐熱性は十50℃を限度とし、

また耐煙性は視界阻害とともに全くない。このた

め濃煙熱気中侵入飛行活動は不可能である。

　2．従って大震火災時はこれを避けての消防活

動のみに制約される。

　3．初期同時多発時点での航空機による消防活

動は可可能としても、火災発展の中期段階以後は

飛行不能とならざるを得ない。

　4．中期段階としての時限設定は種々に考えら

れるが火災旋風発生時点とすれば、発生より3～

4時間後までとする。

　5．火災合流時点による時限設定は資料不足の

故に結論を得るに至らなかった。

　6．吹風による熱気流傾斜時の直上飛行は可能

であるが、接近高度の限定は火災規模とふく射相

関により求める目途を得た。（ただし算出のため

の準拠文献選出のみにとどめた。）
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大震時における都市防災に関する研究（追報）

写貞；番号：〃1

風速V：7．4肌／sec

傾斜角O：95

機速Vo　：29．5KNT

ロープ長さL：370肌■伽

　　（写真一8）

　　〃2

V9，5肌／sec

0　　　15．5

V。：38KNT

L　　370肌■伽

　　（写真一9）

　　　〃3

V10伽／sec

0　　　19

Vo　：　40KNT

L　　370肌■伽

　　（写真一10）
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V

O

Vo

L

V

O

Vo

L

V

O

Vo

L

κ．4

　14．47れ■／sec

　26，5

　57．5KNT

　370肌／伽

（写真一11）

〃．4’

　14．4ηz／sec

　26，5

　57．5KNT

　1300肌／肌

（1与真一12）

　〃．　5

　17．77η■■sec

　37，5

　71KNT

　370肌／肌

（写真　13）
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